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線路下横断工事中の地盤緩み検知による
軌道変状推定システム
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はじめに
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踏切解消や河川拡幅を目的とした、線路下を横断するトンネル工事
⇒角形鋼管を挿入してから内部を掘削して、トンネルを構築

角形鋼管
（挿入中）

閉塞後に
内部掘削

角形鋼管
（挿入中）

線路下横断工事とは
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はじめに
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研究の目的

掘削・推進の繰返し
(数m/晩)

掘削

鋼管掘進

列車荷重

沈下として
現れ始める

緩み領域が
締め固まる

列車荷重の繰返し

軌道変位計測のみ
⇒課題：事後対策しかできない

掘削に伴い
緩みが発生

列車荷重

地盤の緩みを検知、軌道沈下量を推定
⇒沈下発生前から、掘削長や補助工法の見直しなどが可能

対策のﾀｲﾐﾝｸﾞ(従来)

鋼管掘削に伴う軌道沈下の兆候検知

対策のﾀｲﾐﾝｸﾞ(ｼｽﾃﾑ併用)

沈下が大きい場合、
軌道整備等を実施

推進
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はじめに
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STEP3：
評価曲線と照合して沈下量を推定
STEP3：
評価曲線と照合して沈下量を推定

＋

中継PC

計測結果の送信

ﾄﾘｶﾞｰ信号の送信

STEP1：
掘削前後に地盤探査
STEP1：
掘削前後に地盤探査

ﾄﾘｶﾞｰ

ﾊﾝﾏｰで加振

弾性波速度の低下率
(地盤の緩み程度)

沈
下
量
(m
m)

0.6 0.8

✕

1.0

4.0

0.0

2.0

0.9

照合

下限値

・地盤探査で弾性波速度の低下率を算出して、地盤の緩みを検知
・評価曲線と照合して沈下量を推定

STEP2：
弾性波速度の低下率
(地盤の緩み程度)
を算出

STEP2：
弾性波速度の低下率
(地盤の緩み程度)
を算出

受信機

掘削に伴う
地盤の緩み

システム概要
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延長 ｰ ﾞ 

 ﾞ ｸｽ側 ｰ ﾞ 

圧電素子 増幅 ﾝ  

圧電素子

変形

発電

P波を測定する
場合の入射方向
(面と垂直)S波を測定する

場合の入射方向
(面と平行)

地盤探査
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探査原理は従来の弾性波探査と同じ
⇒簡易かつ迅速に測定ができるよう小型化、無線化

PC

発信装置 受信装置

ﾄﾘｶﾞｰ

受信機

延長 ｰ ﾞ 

 ﾞ ｸｽ側 ｰ ﾞ 

圧電素子 増幅 ﾝ  

圧電素子

変形

発電

P波を測定する
場合の入射方向
(面と垂直)S波を測定する

場合の入射方向
(面と平行)

地盤探査装置
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地盤探査
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(動画)
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地盤探査
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掘削方式：
・角形鋼管を人力で掘削し、推進（またはけん引）する場合

土 質：
・切羽の不安定化が生じやすい砂質地盤

  ※粘性土や特殊土（有機質土、ローム、しらす等）は適用外
  ※固結地盤では、鋼管と地盤の密着が弱く受信困難な場合あり

※支障物が近傍にない場合（ある場合は支障物を検知して特異な反応が発生）

土 被 り：
・実績0.65mから6m以浅（実物大試験と現地試験）

そ の 他：
・受信機、受信・収録装置を設置する列車間合い、場所がある場合
・無線通信に有害な電波がない場合

※有線による測定も可能

測定可能条件
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＋
受信機

地盤探査
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・バラスト上に受信機(4ch)を予め配置
・鋼管内にトリガーを設置

ﾄﾘｶﾞｰ

ﾄﾘｶﾞｰを
ﾏｸﾞﾈ ﾄで固定

紙粘土で包む
ﾊﾞﾗｽﾄで
押し付ける

受信装置の設置 10分程度

起振・計測

掘削前（牽引後）計測

起振・計測

掘削後（牽引前）計測

発信装置側の撤去

受信装置側の撤去

試験打撃

5分程度

5分程度

1分程度

1分程度

10分程度

探査の流れ
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地盤探査
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・掘削前（牽引後）、掘削後（牽引前）に探査
⇒掘削前後の遅れ時間Δtを測定

(動画)

時間(s)

強
度

遅れ時間Δt

刃口直上の受信機の波形を確認

掘削後

掘削前

受信装置の設置 10分程度

起振・計測

掘削前（牽引後）計測

起振・計測

掘削後（牽引前）計測

発信装置側の撤去

受信装置側の撤去

試験打撃

5分程度

5分程度

1分程度

1分程度

10分程度

探査の流れ
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地盤探査
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受信装置の設置 10分程度

起振・計測

掘削前（牽引後）計測

起振・計測

掘削後（牽引前）計測

発信装置側の撤去

受信装置側の撤去

試験打撃

5分程度

5分程度

1分程度

1分程度

10分程度

沈下量の推定
⇒遅れ時間Δtからソフトが自動計算

(事前に地盤条件等の入力が必要)

推定沈下量

評価曲線

照合

弾性波速度比

沈
下

量
(m
m
)

0.938

探査の流れ
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評価曲線
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0

20

40

60

80

100

0.8 0.85 0.9 0.95 1

応
力

解
放

率
(
%)

弾性波速度比

実線：γ=16kN/m2

点線：γ=20kN/m2

H=1m

H=2m H=3m

評価曲線の例
（鋼管幅B=1m、上載圧q=10kN/m2の場合）

既往理論と解析手法を組み合わせ、作成する方法を構築

地盤条件

地盤の単位体積重量 γ

地盤の変形係数 E

ポアソン比 ν

粘着力 c

内部摩擦角 φ

施工条件

鋼管幅 B 

土被り H

上載圧 q

弾性波速度の低下率、評価曲線の作成に必要な項目

作成方法
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評価曲線
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鋼管鋼管

掘削前 掘削後

土中応力
の低下

弾性波速度V1

緩み高さh
=Bと仮定

背景理論

弾性波速度V2

ﾊﾝﾏｰで加振

受信機

土被り
H

土中
応力

土中
応力

掘削に伴う
地盤の緩み

掘削に伴い地盤の緩みが発生
地盤の拘束圧が低下⇒弾性波速度が低下

①既往理論式から弾性波速度比と応力解放率
の関係式を誘導

弾性波速度比

鋼管上面の応力解放率

𝑅 =
𝑉2
𝑉1
=

𝐻

𝐻 − ℎ + ℎ
𝛾 2𝐻 − ℎ + 2𝑞

𝛾 2 − 𝛼 𝐻 − ℎ + 2𝑞

1
4

②トンネルの一般的な掘削解析手法で、鋼管上
面の応力解放率を最大沈下量に換算

掘削相当力を
掘削面に入力

掘削相当力=α×初期応力

最大沈下量
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評価曲線
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①既往理論式から弾性波速度比と応力解放率
の関係式を誘導

弾性波速度比

鋼管上面の応力解放率

𝑅 =
𝑉2
𝑉1
=

𝐻

𝐻 − ℎ + ℎ
𝛾 2𝐻 − ℎ + 2𝑞

𝛾 2 − 𝛼 𝐻 − ℎ + 2𝑞

1
4

②トンネルの一般的な掘削解析手法で、鋼管上
面の応力解放率から最大沈下量を算定

掘削相当力を
掘削面に入力

掘削相当力=α×初期応力

最大沈下量

③弾性波速度比と最大沈下量の関係を図化

最
大
沈
下
量

(m
m)

0.5
0

4

1.0

2

0.75
弾性波速度比

肌落ち

④下限値を設定

肌落ちが生じる状況では、探査・
評価できないため下限値を設定
⇒地盤条件に応じて設定
⇒ﾃ ﾂｧｰｷﾞの緩み土圧まで応力
が低下した場合と設定

下限値
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検証例
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降下床

探査

(土圧を測定)

0

20

40

60

80

100

0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1

弾性波速度比

応
力

解
放
率

(%
)

関係式

降下床実験

探査

降下床

(土圧を測定)

降下床実験 土槽底面の一部を降下させて、掘削に伴う地盤の緩みを再現

⇒弾性波速度比と応力解放率の関係式を検証

全体傾向が一致することを確認全体傾向が一致することを確認
降下
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検証例
実物大掘削実験 実鋼管を埋設した盛土を製作、現場と同様の掘削を実施

⇒弾性波速度比と応力解放率の関係式、下限値を検証

地表面変位

85
0

65
0

単位：mm

地盤：稲城砂(締固め密度90%以上)

掘削長

ﾄﾘｶﾞｰ

受信機

ﾊﾝﾏｰで加振

使用した鋼管

盛土俯瞰

盛土の製作状況

肌落ち
肌落ち高さ

肌落ち発生後

橙色：計測項目
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検証例
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0

20

40

60

80

100

0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1

弾性波速度比

実物大試験

応
力

解
放

率
(%
)

関係式

降下床実験

実物大掘削実験 実鋼管を埋設した盛土を製作、現場と同様の掘削を実施

⇒弾性波速度比と応力解放率の関係式、下限値を検証

(動画)

全体傾向が一致することを確認全体傾向が一致することを確認
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検証例
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掘削長（mm）

弾
性
波
速
度
比

0

200

400

600

0.90

0.95

1.00

0 200 400 600 800

肌
落
ち
高
さ

(m
m)

実物大掘削実験 実鋼管を埋設した盛土を製作、現場と同様の掘削を実施

⇒弾性波速度比と応力解放率の関係式、下限値を検証

肌落ち
肌落ち高さ

肌落ち発生後

弾性波速度の低下率
(地盤の緩み程度)

沈
下

量
(m
m)

0.9 0.95

✕

1.0

4.0

0.0
下限値

下限値を下回った後に
肌落ちが発生することを確認

下限値を下回った後に
肌落ちが発生することを確認

下限値
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検証例
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現場計測 同一の線路下横断工事の現場において計2回実施

沈
下
量

(m
m)

0.5 1.0
0

2.0

1.0

0.75 0.89

1.9

弾性波速度比

実現場の沈下量を推定できることを確認実現場の沈下量を推定できることを確認

橙色：探査結果
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検証例

20

現場計測 同一の線路下横断工事の現場において計2回実施

沈
下
量

(m
m)

0.5 1.0
0

2.0

1.0

0.75

1.0

0.3

弾性波速度比

実現場の沈下量を推定できることを確認実現場の沈下量を推定できることを確認

0.3mm（ばらつきの範疇）

橙色：探査結果
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まとめと成果の活用

◆線路下横断工事の施工管理に活用

⇒昨年度：1現場で試行

⇒本年度：3現場で試行

21

成果の活用

まとめ

◆線路下横断工事の鋼管掘削に伴う軌道沈下の兆候検知のため、

「地盤緩み検知による軌道変状推定システム」を開発

⇒地盤探査で弾性波速度の低下率を算出して、地盤の緩みを検知

⇒評価曲線と照合して沈下量を推定

◆降下床実験、実物大掘削実験および現場検証にて適用性を検証
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